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1 東電の全顧客（個人と法人）が電力料金の2％分の賦課金を支払う。

　　　-ドイツ人は5％の賦課金を自国の再生可能エネルギー電力普及に支払っている。
　　　-結果ドイツの太陽光発電は1999年～2010年の間に404倍の超成長を達成
-ドイツ再生エネルギー業界全体でも30万人の雇用創出
ドイツにできて日本にできないわけがない！！
2 地元で再エネ発電事業を行う企業に国の固定価格買取制度の価格に10％の上乗せ金を20年間交付
3 被災地を10年間アジア一低い法人税率（15％）の地域総合特区に指定、成長企業を誘致。
4 米国などのNPO向け税額控除制度と信託制度を活用し世界中から寄付を集めるスキームを設定
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1 ９年で福島原発（490万kw)の1.12倍の規模の太陽光発電所と関連メーカーを被災地に集積 
2 約２兆円規模の発電機器向け需要を誘発、このうち数十％を福島県から調達
3 発電施設の太陽光発電償却資産から地元に25年合計で1862億円程度の固定資産税収入 
4 放射能汚染地域を発電事業者に25年間賃貸、1反当たり年間20万円（年間合計220億円）の収入
[ ご提案の主旨 ]
『ソーラー福島プロジェクト（ＳＦＰ）』は、原発事故による放射能被災をした御県、御市町村内に、原発に代わる高い成長性が期待できるクリーンで安全なエネルギーを創生する産業を育成・集積させる事で、地元住民の将来性豊かな雇用を確保し、被災市町村再建のための安定した自治体税収を確保する事を目標とする政策提言でございます。
　国内外のソーラー発電事業に過去５年間従事した経験や、茨城県鹿嶋市にて弊社が企画立案し、現在運営されている日本で初の『自治体に初期の設備資金負担ゼロで実施されているソーラー発電事業』において開発されたノウハウや経験を踏まえ、充分に実現可能な政策提言であると思います。
http://www.city.kashima.ibaraki.jp/info/detail.php?no=5162
　御県、御市町村が今般の震災と原発事故で言語に尽くしがたい災難に遭遇されたことを思うとまことに心が痛みます。しかし、危機の『機』には『チャンス』という意味も含まれます。東電管内の企業や個人に原発電力を供給するというリスクを一手に引き受け被災された御県、御市町村の住民の皆様に、日本中、そして世界中の多くの方々が手を差し伸べたいと思っている現在は、復興のための手厚い政策支援を政府から勝ち得て復興を軌道に乗せるチャンスでもあります。
　　
本政策提言を御県、御市町村の復興政策立案、政府への政策提言等にお役立ていただければ幸いです。
(株) グッドエネジー
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[ なぜ原発事故が発生したのか ]
それは直接的には、地震 → 大津波 → 冷却装置破壊による原子炉の暴走ではある。しかしこれは根本的な原因ではない。根本的な原因は、危険を承知しながらも東電が電気事業法に求められている供給責任を果たすために、経産省の意向を受けて原発を作り、電力を求める自社管内に、特に最大の需要地である首都圏の顧客に原発で作られた電力を供給せざるを得なかったためである。
電力需要がなければ供給は生まれない。東電管内の需要者（法人も個人も）がモノやサービスの生産、消費をし、お金を儲け、生活を楽しむための電力需要を賄い、経済成長を支えるための電力が必要だった。この需要にこたえる為、万が一の場合には高いコストを伴う事を承知で、再処理・廃炉・事故時の賠償コストに目をつぶれば表面的には最も発電コストが安い電力を生んでくれる原発を作らざるを得なかったのである。結果的には最も高いコストの電力であることが白日の下に暴露されたが。
　東電の電力を求める顧客は、法人も個人も大多数は首都圏に住んでいる。それらの顧客が、200キロ以上も離れた土地に住む福島県の方々に、原発リスクを一手に引き受けてもらい自らの求める生産・消費活動を行うために、原発が建設され、その恩恵として電力供給を過去３０年間享受し続け、今日の事故となったわけである。原発事故の責任は、東電の顧客全員にある事は明白である。
[ だれが賠償責任を負い、どう償うのか ]
　従って福島原発の賠償責任と原発被災地の復興の原資の多くは、東電管内の顧客が負わなければならない（受益者負担の原則）。
どう償うのか？これも明白な事であるが、それは、原発事故で被災した福島県の方々が、(1) 二度と原発事故に遭わずに済むようなエネルギー供給の社会的基盤を提供し、(2) 将来に希望が持てる生活ができるような雇用の機会が育成・提供されるまで償う必要がある。
[ どのようにして賠償金を賄い、何にその資金を投じるのか ]
　それは受益者が享受した便益を原資に、各人が、享受した便益の額に応じて負担しなければならない。
　東電の電力需給者が享受した便益の額とはいくらか？ それは、各需給者の享受する便益の対価として支払ってもよいと意思表示し、実際に支払っている金額に証憑されている。即ち、電力契約者が毎月支払う電力料金の額である（もちろん、最終的には電力を作って生産されるモノ、サービスが生み出す利益の額に表われるが）。便益の額（＝電気料金）に応じて負担する必要があるという事は、便益の額（＝電気料金）の一定％を東電の電力消費者（法人も個人も）全員が支払い、それを原発被災地の復興に充当するのが正論である。
　「原発被災地の復興」というが、具体的に何にこの原資を投じるべきなのか？　地元の住民にとって中長期的に最も必要な事は、(1) 将来性のある雇用の機会である。これが育たなければ生活の基盤が立たないし、将来に希望も持てない。そして、(2) 原発なしのエネルギー社会基盤を作ることである。
[ 原発なしで済むエネルギー社会基盤作りとは ]
　今回のような事故を二度と起こさないようにするには、エネルギーを首都圏や日本全体にどう賄っていくかというテーマに対して、きっちりと答えを出す必要がある。原発はなくしても、電力エネルギーは必要である。しかしその電力は、安全でクリーンな電力でなければならない。安全でクリーンな電力とは、原発でもCO2を出す火力でもなく、再生可能エネルギー（太陽光、風力、etc.）が生み出す電力以外には、今のところ存在しない。
もちろん、今すぐに電力供給の過半を再生可能エネルギーに依存する事は不可能である。しかし、地震国日本を真に安全でクリーンな社会に再構築するためには、政府が計画しているような、近い将来電力供給の50%を原子力に頼るなどという政策はありえない。困難な道ではあるが、再生可能エネルギー由来の電力供給という社会基盤を作る事を日本の国家目標とすべきである。
　従って、[ 原発なしのエネルギー社会基盤作り ]とは、再生可能エネルギーによる電力供給基盤を作るという事である。こう言うと、「そんな事は不可能である」と主張する方々（原発推進派？）は多い。しかし、この目標は年月をかければ達成不可能な目標ではない。事実、化石燃料ベースの電力から再生可能エネルギーベースの電力へと転換に成功しつつある国（スウェーデン（60%）、デンマーク（29%）、ドイツ（16%）、EU全体で21%。カッコ内は2010年時点での再生可能エネルギー電力の構成比。http://www.erec.org/statistics/res-e-share.html ）が現存することを見てもわかる。
　従って、[ 原発なしのエネルギー社会基盤作り ]とは、再生可能エネルギーによる電力供給基盤を作るという事であり、その仕事の原資を、東電管内の電力消費者全員がその電気料金の支払額に応じて、一定%を負担して償うということである。
[ 将来性のある雇用機会の育成をどう行うか]
原発被災地の復興において最も大切な事は、被災地の方々に希望が持てる将来性のある雇用機会を育成・提供する事である。そして前述の(1) 原発と決別した再生可能エネルギーによる電力基盤を作る社会プロジェクトを促進しながら、(2) 将来性のある雇用機会を育成・提供する事は、充分に可能である。
　なぜそう断言できるのか、それは、そのような成功事例が現存するからである。即ち再生可能エネルギー機器製造産業（太陽電池関連及び風力発電関連機器製造業）は、欧州では将来性のある超成長産業だからである。
　一例をあげれば、世界最大の再生可能エネルギー機器市場であるドイツでは、太陽光発電の設置容量が1999年から2010年までの間に404倍（年率成長率で平均72%）にも拡大し、再生可能エネルギー産業分野においてドイツでは30万人（原発半径30km以内の人口の合計は20万6千人）の雇用を生み出している。
（web版『ドイツの実情』在日神戸・大阪ドイツ総領事館刊　環境・気候・エネルギーの章「革新的で輸出に強い－環境テクノロジー」より）
http://www.tatsachen-ueber-deutschland.de/jp/environment-climate-energy/startseite-klima/innovative-and-good-for-exports-green-technologies.html
再生可能エネルギーによる電力は2010年時点で全ドイツの電力需要の約16%を占め、現在もその比率は急上昇中であり、2020年までには30%にまで高める政策を掲げている。ドイツにできる事であれば、日本で、福島で、できないわけはない。
（web版『ドイツの実情』在日神戸・大阪ドイツ総領事館刊　環境・気候・エネルギーの章「未来志向で効率的－再生可能エネルギー」より）
http://www.tatsachen-ueber-deutschland.de/jp/environment-climate-energy/startseite-klima/trailblazing-and-efficient-renewable-energy.html
[ (1) 再生可能エネルギー電力と (2) 雇用機会の同時育成の戦略 ]
上記 [ (1)と(2)は同時に可能だ ] と言うと「二兎を追う者一兎をも得ず」の危険のある非現実的な政策目標だと非難されそうだが、実はそうではない。(1)と(2)は同時にやってこそ成功する「車の両輪」である。具体的には次のような政策を実行すれば確実に実現できる。即ち、
[A] 再生可能エネルギー発電所の誘致インセンティブを交付
運命的なものを感じるが、3月11日の午後に地震が発生する数時間前に、菅内閣は再生可能エネルギー電力の固定価格買取制度法案を閣議決定し、その法案を今国会に上程中である。法案成立後に、政府は太陽光や風力からの電力の固定買取単価を全国一律に定める。その際、福島で再生可能エネルギー発電事業を行う事業者の売電単価には、全国一律の買取単価に加えて10%～15％の割増しとなる単価を上乗せし、その上乗せ交付金を支払うことにしよう。
[B] ローカル調達規制を設け、再生可能エネ発電所向け設備需要を福島県内から誘発
ただし、福島県で建設される再生可能エネルギー発電所に調達される設備機器予算のうちの、初年度は10％からスタート、4年目は50％以上を福島県内の工場から調達されなければならないとするローカル調達の規制を再生可能エネルギー発電所の事業者に課すべきである。そうすれば、県内に新設される再生可能エネルギー発電所向けに供給される発電設備の多くは、福島県内で製造される事になる。
[C] アジア一低い法人税率制定で企業誘致
福島（及び岩手、宮城）県内に立地した事業所の法人税を今後10年間アジア一低い15％に制定し、同地域への企業進出を加速させる。原発被災30km2圏内の市町村に立地した企業の法人税は10％でもよい。
	国名
	香港
	シンガポール
	台湾
	韓国
	中国
	マレーシア

	法人税率
	16.5%
	17%
	20%
	22%
	25%
	25%


出所：財務省 http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/corporation/248.htm
正直に言って放射能汚染された地域に雇用機会を誘致するには、これくらいの思い切った政策誘導をしなければ誰も好んで来てはくれない。さもなくば、原発被災地はゴーストタウン化するだけである。玄葉光一郎国家戦略担当相殿、貴殿が自らの郷里、福島県を本当に愛するならば、本国会に上程されている地域総合特区法案を一日も早く成立させ、ご自身の身命を賭して上記のような法人税特例特区を福島、宮城、岩手の被災3県に設立させるべきではないだろうか？
[D] 世界最高水準の太陽電池研究機関の設立
軽減された法人税を目当てに進出してくる企業の、次世代のメシのタネを生み出す研究開発機関を設立し、世界中から俊英を高給で招聘する。研究成果をもとに福島県内の太陽電地関連機器メーカーと共同で製品開発を推進すれば、進出企業は日本だけでなく世界市場に打って出られる製品を開発する機会を得て競争力強化に貢献できる。この成功事例が、阪神淡路大震災後に神戸ポートアイランドに設立された、理化学研究所発生・再生科学総合研究センターである。現在、同研究所周辺には200社以上のバイオテクノロジー系企業が集積し、5000人の雇用を生んでいる。
（ http://www.cdb.riken.go.jp/jp/ ）
[E] 放射能汚染地を再生可能エネルギー発電事業者に賃貸
客観的に言って、原発30km圏内の土地（1424km2）は、今後数十年は農業や酪農には使えない。そこで、これらの土地の所有者は土地を太陽光発電所及び風力発電所（以下では「再エネ発電所」と記載）の用地として25年間賃貸し地代収入を得る。
この政策には次の利点がある。
1 エネルギー密度が低い太陽光（170watt/m2）や風力（8.3watt/m2）の発電所建設には広い土地が必要となる。太陽光発電所の場合、出力1000kw（1メガワット）の発電所建設には約6000坪（19,800m2）の土地が必要となる。
2 一方で原発被災地の面積は1424km2と莫大であり、再エネ発電所建設には充分な広さである。仮に福島第1原発の定格出力（490万kw）と同一の出力を太陽光発電で賄う場合に必要な面積（97.1km2）は原発被災自治体の全面積（1425km2）の6.81％を占めるにすぎない。
3 土地所有者が再エネ発電事業者と所有地を25年間賃貸して得る収入は、太陽光発電の場合、前述の10～15％の割増し売電交付金制度が制定されれば、1kw時当り年間4,000円を支払っても採算がとれる。
4 この収入は1反（1000m2）当り約200,000円の手取り現金収入となり、稲作1反当たり（約8俵の収穫量）の手取り収入（1俵15,000円×8俵×(粗利率50％として)＝60,000円）よりも多い。（もちろん別途進出する再エネ機器製造業に従事することにより給与収入も得られるであろう。）
[F] ソーラー福島プロジェクトの実行財源
再エネ発電所への割増交付金や、世界最高レベルの再エネ研究機関の設立などに必要な財源の調達は、先に述べたように、東電の電力料金に一定％の割増料金を賦課して調達するのが正論である。私見であるが、2％程度の負担（月10,000円の電気代を支払っている家計の場合、毎月200円）であれば、国民的合意は充分に得られると思う。再エネ電力普及量で世界一のドイツは、平均して日本よりも10％は日射量（従って太陽光発電の場合の発電量）が弱いにもかかわらず、太陽光発電や風力発電の普及拡大を目指し2008年時点で平均的家庭電気料金の5％を全国一律に賦課し、再生可能エネルギー法に規定する割高な固定価格で電力を買い取る原資にしている。（出所：独連邦環境省（BMU）「Electricity from Renewable Energy Sources: “ What does it cost ? “web版」）
2010年3月期の東電連結売上高は、5兆162億円である。よってこの2%、毎年約1000億円がソーラー福島プロジェクトを実行するための原資となる。
[ 達成可能な事 ]
仮に毎年1000億円のうちの50%（500億円）を、来年4月からの開始が予定されている太陽光発電による電力固定価格買取制度下（国の買取制度の2012年スタート時の価格を45円/kwh、買取期間20年とする）の買取単価への割増交付率を10%（4.5円/kwh）と仮定し、グリッドパリティ＊1が達成されるであろう2019年までに設置された太陽光発電所に20年間にわたり割増交付を継続すると仮定する。そして、8%ずつ国の買取価格と割増交付金額が減少していくと仮定する。これらの政策が実行されるならば次のような事を達成する事ができる。（詳細は当社ホームページに掲載されたEXCELファイル「ソーラー福島プロジェクトで可能となる太陽光発電設置容量」を参照されたい。）
即ち、
1 2019年末までに定格容量550万kwの太陽光発電所が設置される。
2 この定格容量は福島第1原発490万kwの1.12倍に相当、よって「ソーラー福島プロジェクト」の割増交付制度が完了するまでの2019年末までに、同原発に依存しないクリーンエネルギー供給基盤作りに目途を付けられる事になる。
3 一定地域に定格550万kwもの太陽光発電所が建設されると、この規模は間違いなく一地域に設置された太陽光発電所の大きさとしては世界一の規模となる。2012年～2019年間の太陽光発電所の平均建設費を￥400,000/kwと仮定すると、合計で￥2兆2000億もの建設投資を誘発した事になる。
4 これだけの規模の需要が創出されローカル調達規制を設ければ、間違いなく地元福島県に太陽電池関連企業を誘致できる。
*1　グリッドパリティ：太陽光発電によって生み出される電力の発電価格が既存の電力会社が提供する電力の価格と同じとなる水準まで低減すること。（詳細は当社ホームページに掲載されたPDFファイル「原発被災自治体へのご提案」を参照されたい。
http://www.genergy.jp/download/doc_download/38-jichitaiteian20110424.html　）
[ 原発被災自治体にもたらせる便益 ]
この結果、次のような便益が地元にもたらされる事が明らかになる。
1. 太陽光発電設備という償却資産に賦課される固定資産税という大きな税収がもたらされる。
	年次
	1
	4
	8
	12
	16
	20
	25年合計

	億円
	23.5
	94.6
	153
	107
	62
	36
	1862


（詳細は当社HPに掲載したEXCELファイル「ソーラー福島サーチャージで設置可能なPV容量」を参照）
2. 進出してくる企業の建物、機械、設備にかかる固定資産税。
3. 進出企業から法人税収。
4. 太陽光発電設備の地元調達額。
前述のように2012～2019年間の発電設備に対する投資誘発額は￥2兆2000億である。仮にこの間のローカル調達規制を平均33％と仮定すると、￥7271億もの需要を地元にもたらす事ができる。
5. 経済波及効果。
上記の地元調達額から2次、3次の経済波及効果が地元にもたらされると思われる。
6. 放射能汚染地域の有効活用。
550万kwの太陽光発電施設を設置するために必要な面積は107.25km2である。この分を前述のように1kw当り年間4,000円で発電事業者に賃貸すれば、年間220億円程度の収入が土地の提供者にもたらされる。放射能汚染で使えなくなった土地の一部から被災地の地主に収入がもたらされる。
[ 寄付金に対する税額控除制度を活用し国内外から復興支援金を募る ]
今回の地震が発生した時、世界中から支援が寄せられた。その中には、義援金（寄付金）もあったと思う。多くの国では、認定公益団体やNPOに寄付を行うと、その一定の％が税額控除となる制度が発達している。この制度の先進国であるアメリカでは、例えば博物館や私立大学の年間運営費の3分の1から4分の1は寄付金で賄われているケースが多々ある。日本でも認定NPOや自治体が認定した団体に寄せられた寄付金に対する税額控除を認める制度法案が今国会に上程されている。具体的には、
1. （寄付金額－2千円）×40％を所得税額から控除される。
2. ただし控除額の上限は所得税額の25％。
そこで私は次のような寄付を集めるスキームを提言したい。（スキーム図は当社のホームページにアップされているPDFファイル「原発被災自治体へのご提案」を参照されたい。
http://www.genergy.jp/download/doc_download/38-jichitaiteian20110424.html　）
1 被災自治体が合同で「ソーラー福島協議会（Solar Fukushima Council : SFC）」という公益団体を設立する。
2 SFCは、日本国内は元より寄付文化が根付いているアメリカなどから寄付をSFCに募り、SFC自身が再エネ発電所に投資し収益を得て、寄付者に収益の一部を換言すればより一層大きな寄付を募ることができるであろう。
3 寄付をして下さった方々の名前や金額を、本人の了解のもとに寄付者の母国語、英語、日本語でSFCのホームページに記載公開すれば、寄付された方（特に富裕層、例えばアメリカのアリゾナ州などに巨大な太陽光発電所を建設しているCNNテレビのテッド・ターナー氏）の名誉欲をくすぐり募金額をさらにアップできると思われる。
4 アメリカでは寄付金に「計画的信託」を設定でき、この信託残高が約12兆円（2008年現在）に達している。日本でも計画的信託を制度化する法案が今国会に上程されているので、SFCは世界中の信託銀行とタイアップして寄付金集めキャンペーンをする事で、信託銀行は自行の信託報酬のアップにもつながり、銀行のビジネスマインドを刺激しながら寄付金の額の増額を図ることができる。
[ ソーラー福島プロジェクト実現のための政治的アクションプラン ]
ソーラー福島プロジェクト（SFP）を現実のものとするためにどのような政治上のアクションプランが有効だろうか？　私はやはり地元からの声を盛り上げる事が最も有効であると思う。具体的には、次のようなステップを経たアクションが有効であると信じる。
[ ステップ1 ]
まず福島第1原発が所在する大熊町と双葉町の両町長に、この「ソーラー福島プロジェクト」を復興案のたたき台としてご検討していただき、町としての成案に盛り込んでいただく。
[ ステップ2 ]
成案への支持を、例えば「警戒区域（炉心20km圏内）」の隣接市町村長にも呼びかけていただく。調整の必要があればそこで修正案を策定する。（あまりに多くの自治体に声をかけて調整に手間取る事は避けたい。）
[ ステップ3 ]
被災自治体連合の案を福島県知事と地元選出の国会議員、例えば福島県選出の民主党玄葉光一郎国家戦略担当相、に提案する。私は、地元の自治体長が連合して東電電力料の2%の賦課金を原資とする地元復興案を訴えれば、その案に正面切って反対できる国会議員はいないと思う。実際、玄葉氏は「被災地を再生可能エネルギー基地にしよう。」という復興ビジョンを提言しているのだから。（産経ニュース　4月23日付）
[ 世界中が日本の実行力を注目している ]
今般の震災と原発事故が発生した時、世界中から日本に支援の手が差し伸べられた。また、その被災地の悲惨な状況は世界中に配信された。特に原発災害は、放射能の影響が長期、広範囲に及び、日本だけでなく世界中の主要国のエネルギー政策に強い影響を与えている。日本という国、日本人がこの災害をどのように克服し、どれだけ魅力的なエネルギー社会のビジョンを立案し、実現できるのかを世界中の人たち、特に政治家、政策立案者、大企業経営者、学識経験者などの、社会のリーダー的ポジションにいる方々が注目している。実現できれば、日本には再び成長の機会が訪れると確信できる。できなければ失われた30年となるであろう。困難な仕事ではあるが、日本人が過去に克服した仕事、例えば、倒幕・明治維新や、敗戦後の復興に比べれば大した事ではない。昨年のワールドカップ南アフリカ大会では、日本中が日本代表チームの奮闘に勇気付けられ、決勝トーナメント進出の応援に盛り上がった。新しい魅力的なビジョンを立案し、日本全体が共助、実現に向かって努力する事は、ワールドカップの日本チームを応援する事よりもはるかにドキドキ、ワクワクする仕事だと思う。
（終わり）
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